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付
録
1
　
年
表
（
19
86
年
2
月
～
20
03
年
12
月
）

一
　
　
般

政
　
　
治

経
　
　
済

国
　
　
際

ア キ ノ 政 権

19
86
年

　
2
月
2
.
7
　
大
統
領
・
副
大
統
領
選

挙 2
.2
2　
ア
ギ
ナ
ル
ド
基
地
に
フ

ア
ン
・
ポ
ン
セ
・
エ
ン
リ
レ
国
防

相
，
フ
ィ
デ
ル
・
ラ
モ
ス
参
謀
総

長
立
て
こ
も
り

2
.2
5　
ア
キ
ノ
大
統
領
の
就
任

式
，
翌
日
組
閣
，
最
高
裁
判
事
・

中
央
省
庁
幹
部
交
代

2
.2
8　
大
統
領
行
政
規
律
委
員

会
設
置
（
行
政
命
令
第
1
号
）

　
3
月
3
.
5
　
地
方
政
府
首
長
の
交
代

開
始

3
.1
2　
大
統
領
行
政
規
律
委
員

会
に
マ
ル
コ
ス
前
大
統
領
不
正
蓄

財
調
査
の
権
限
を
付
与
（
布
告
第

2
号
）

3
.2
5　
布
告
第
3
号
に
よ
り
暫

定
憲
法

　
6
月

6
.
2
　
19
86
年
憲
法
制
定
委
員

会
発
足

6
.1
9　
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
下
に
あ

る
オ
フ
ィ
ス
や
行
政
機
構
，
企
業

な
ど
を
大
統
領
府
下
に
移
管
（
行

政
命
令
第
20
号
）

　
7
月
7
.
6
　
ア
ル
ト
ゥ
ー
ロ
・
ト
レ

ン
テ
ィ
ー
ノ
を
大
統
領
に
擁
立
す

る
マ
ル
コ
ス
忠
誠
派
国
軍
部
隊
の

マ
ニ
ラ
・
ホ
テ
ル
占
拠

7
.2
4　
対
外
債
務
の
株
式
化
を

承
認
（
行
政
命
令
第
32
号
）

　
10
月

10
.1
2　
新
憲
法
草
案
，
憲
法
制

定
委
員
会
で
採
択

10
.2
4　

IM
F
が
ス
タ
ン
ド
バ
イ

協
定
（

SB
A
約
5
億
19
40
万
ド

ル
）
を
承
認

　
11
月
11
.1
3　
ロ
ラ
ン
ド
・
オ
ラ
リ
ア

K
M

U
議
長
，
遺
体
で
発
見

11
.2
3　
ク
ー
デ
タ
未
遂
で
フ
ア

ン
・
ポ
ン
セ
・
エ
ン
リ
レ
国
防
相

を
更
迭
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一
　
　
般

政
　
　
治

経
　
　
済

国
　
　
際

ア キ ノ 政 権

　
12
月

12
.
8
　
民
営
化
委
員
会
（

C
O

P
）

と
資
産
民
営
化
ト
ラ
ス
ト（

A
P

T
）

の
創
設
（
布
告
第
50
号
）

12
.1
2　
中
期
フ
ィ
リ
ピ
ン
開

発
計
画
（
19
87
-1
99
2）
の
布
告

（
布
告
第
51
号
）

19
87
年

　
1
月
1
.2
2　
メ
ン
デ
ィ
オ
ラ
橋
で
の

農
民
デ
モ
に
国
軍
部
隊
発
砲
，
12

人
死
亡

1
.2
7　
マ
ル
コ
ス
忠
誠
派
国
軍

部
隊
，
テ
レ
ビ
局
，
国
軍
基
地
を

襲
撃

1
.2
2　
パ
リ
ク
ラ
ブ
で
の
外
貨

債
務
引
き
下
げ
交
渉
の
第
2
ラ
ウ

ン
ド
の
開
始
。
リ
ス
ケ
対
象
は
総

額
8.
7億
ド
ル
に

　
2
月

2
.
2
　
新
憲
法
承
認
の
国
民
投

票
　
3
月

3
.1
7　
世
界
銀
行
が
経
済
復
興

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
3
億
ド

ル
）
を
承
認

　
5
月
5
.1
1　
上
院
，
下
院
の
選
挙

5
.
5
　
人
権
委
員
会
設
置

　
7
月
7
.2
7　
第
8
議
会
開
会
，
ア
キ

ノ
大
統
領
の
施
政
演
説

7
.1
5　
コ
ル
デ
ィ
レ
ラ
行
政
地

域
設
置
（
行
政
命
令
第
22
0号
）

7
.2
5　
行
政
法
制
定
（
行
政
命

令
第
29
2号
）（
19
89
年
に
施
行
）

7
.1
7　
19
87
年
包
括
投
資
法
制

定
（
行
政
命
令
第
22
6号
）

7
.2
2　
農
地
改
革
計
画
の
発
布

（
行
政
命
令
第
22
9号
）

　
8月

8.
28
　
グ
レ
ゴ
リ
オ
・
ホ
ナ
サ
ン

大
佐
に
率
い
ら
れ
た
国
軍
反
乱
部

隊
が
大
統
領
府
，
国
軍
基
地
な
ど

を
襲
撃

19
88
年

　
1
月
1
.1
8　
地
方
選
挙

1
.2
9　
関
税
率
の
変
更
（
共
和

国
法
第
66
47
号
）

　
6
月

6
.
1
　

C
oc

of
ed
を
政
府
が
接

収 6
.1
0　
包
括
的
農
地
改
革
法
制

定
（
共
和
国
法
第
66
57
号
）

6
.1
5　
世
界
銀
行
，
政
府
企
業

合
理
化
融
資
（
2
億
ド
ル
）
を
承

認 6
.2
4　
世
界
銀
行
，
住
宅
部
門

融
資
（
1.
6億
ド
ル
）
を
承
認

　
9
月
9
.1
6-
17
　「
フ
ィ
リ
ピ
ン
民
主

の
闘
い
」（

L
D

P
）
結
党
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ア キ ノ 政 権

　
10
月

10
.1
8　
上
院
，

A
SE

A
N
合
弁

事
業
改
定
基
本
協
定
を
批
准

19
89
年

　
1
月

1
.1
8　
立
法
行
政
合
同
開
発
協

議
会
法
に
ア
キ
ノ
大
統
領
，
拒
否

権
発
動

1
.1
3　
フ
ィ
リ
ピ
ン
援
助
計
画

調
整
会
議
（

C
C

PA
P
）
を
創
設

　（
行
政
命
令
第
10
5号
）

　
3
月

3
.
2
　
改
正
労
働
法
制
定
（
共

和
国
法
第
67
15
号
）

　
4
月

4
.1
7　
立
法
行
政
合
同
対
外
債

務
委
員
会
設
置
法
制
定
（
共
和
国

法
第
67
24
号
）

　
5
月

5
.
4
　
世
界
銀
行
と
の
間
で
金

融
部
門
構
造
調
整
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

融
資
（
3
億
ド
ル
）
合
意

5
.2
3　

IM
F
と
の
間
で
長
期
資

金
供
与
協
定
（
約
6
億
60
60
万

SD
R
）
合
意

5
.2
6　
パ
リ
ク
ラ
ブ
で
の
外
貨

債
務
引
き
下
げ
交
渉
の
第
3
ラ
ウ

ン
ド
の
開
始
。
リ
ス
ケ
対
象
は
総

額
18
.5
9億
ド
ル
に

　
6
月

6
.
9
　
賃
金
合
理
化
法
制
定（
共

和
国
法
第
67
27
号
）

　
7
月

7
.
3
　
対
比
支
援
国
会
合
（
東

京
）
で
多
国
間
援
助
構
想

/フ
ィ

リ
ピ
ン
援
助
計
画
（

M
A

I/
PA

P
）

を
協
議
。
約
35
億
ド
ル
の
支
援
が

表
明
さ
れ
る

　
8
月

8
.
1
　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
基
本
法
制
定
（
共
和

国
法
第
67
34
号
）

8
.
4
　
直
接
請
求
住
民
投
票
法

制
定
（
共
和
国
法
第
67
35
号
）

8
.2
1　
19
89
年
公
務
員
給
与
標

準
化
法
制
定
（
共
和
国
法
第
67
58

号
）
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一
　
　
般

政
　
　
治

経
　
　
済

国
　
　
際

ア キ ノ 政 権

　
9
月
9
.2
8　
マ
ル
コ
ス
前
大
統
領
，

ハ
ワ
イ
で
死
亡

　
10
月

10
.2
3　
コ
ル
デ
ィ
レ
ラ
自
治
地

域
基
本
法
制
定
（
19
90
年
1
月
29

日
の
住
民
投
票
で
否
決
）

　
11
月

11
.1
9　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
基
本
法
に
関
す
る
住

民
投
票
，
4
州
で
承
認

11
.
3
　
バ
リ
ク
バ
ヤ
ン
優
遇
法

制
定
（
共
和
国
法
第
67
68
号
）

　
12
月
12
.
1
-
7
　
ホ
ナ
サ
ン
中
佐
の

率
い
る

R
A

M
の
ほ
か
，

SF
P,
　

YO
U
な
ど
国
軍
反
乱
部
隊
が
国

軍
基
地
な
ど
攻
撃
，
マ
カ
テ
ィ
地

区
を
占
拠

12
.2
0　
地
方
・
バ
ラ
ン
ガ
イ
企

業
憲
章
制
定
（
共
和
国
法
第
68
10

号
）

12
.2
1　
世
界
銀
行
，
債
務
管
理

プ
ロ
グ
ラ
ム
融
資
（
2
億
ド
ル
）

を
承
認

19
90
年

　
1
月

1
.
1
　
議
院
内
閣
制
，
一
院
制

導
入
問
題
で
サ
ロ
ン
ガ
上
院
議
長

と
ミ
ト
ラ
下
院
議
長
が
会
談
，
上

院
の
反
対

1
.
3
　
ブ
レ
デ
ィ
・
プ
ラ
ン
に

よ
る
債
務
買
い
戻
し
の
開
始

　
2
月
2
.1
7　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
知
事
・
議
会
選
挙

2
.
8
　
都
市
電
話
法（

m
un

ic
ip

al
 

te
le

ph
on

e 
ac

t）
制
定
（
共
和
国

法
第
68
49
号
）

2
.
1
　
世
界
銀
行
，
エ
ネ
ル
ギ

ー
・
セ
ク
タ
ー
融
資
（
3.
9億
ド

ル
）
を
承
認

　
3
月
3
.
4
　
カ
ガ
ヤ
ン
州
州
都
ト
ゥ

ゲ
ガ
ラ
オ
で
ロ
ド
ル
フ
ォ
・
ア
ギ

ナ
ル
ド
知
事
が
州
庁
舎
立
て
こ
も

り
，
国
軍
と
交
戦

　
5
月

5
.1
0　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
予
備
交
渉
開
始

　
6
月
6
.1
2　
ア
キ
ノ
大
統
領
，
カ
ビ

シ
ッ
グ
運
動
開
始

6
.2
0　
閣
議
で
経
済
再
活
性
化

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
採
択

6
.1
8　
ア
ル
コ
ー
ル
お
よ
び
タ

バ
コ
税
の
一
部
改
正
（
共
和
国
法

第
69
56
号
）

　
7
月

7
.
9
　

B
O

T
法
制
定
（
共
和
国

法
第
69
57
号
）

7
.
3
　
世
界
銀
行
，
初
等
教
育

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
2
億
ド

ル
）
を
承
認
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ア キ ノ 政 権

　
9
月

9
.1
9　
石
油
製
品
税
の
改
正（
共

和
国
法
第
69
65
号
）

9
.1
8　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
本
格
交
渉
開
始
- 

Pa
ct
 I

　
10
月
10
.
4
　
ア
レ
ク
サ
ン
ダ
ー
・
ノ

ブ
レ
大
佐
，
ミ
ン
ダ
ナ
オ
で
反
乱

　
11
月

11
.
6
　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
発
足

11
.2
1　
改
正
中
期
フ
ィ
リ
ピ
ン

開
発
計
画
（
19
90
-1
99
2）
の
承

認
（

N
E

D
A
理
事
会
決
議
第
24

号
）
11
.2
2　
19
90
年
生
産
性
優
遇
措

置
法
制
定（
共
和
国
法
第
69
71
号
）

11
.
8
　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
2
回
交
渉
- 

Pa
ct
 II

　
12
月

12
.1
3　
内
務
自
治
省
・
国
家
警

察
設
置
法
制
定
（
共
和
国
法
第

69
75
号
）

12
.
5
　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
3
回
交
渉
- 

Pa
ct
 II

I
19
91
年

　
1
月

1
.2
4　
小
企
業
憲
章
制
定
（
共

和
国
法
第
69
77
号
）

1
.
8
　
世
界
銀
行
，
産
業
再
建

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1.
75
億
ド

ル
）
を
承
認

1
.
8
　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
4
回
交
渉
- 

Pa
ct
 IV

1
.1
7　
湾
岸
戦
争

　
2
月

2
.1
1　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
5
回
交
渉
- 

Pa
ct
 V

2
.2
0　

IM
F
が
ス
タ
ン
ド
バ
イ

協
定
（
約
9
億
16
00
万
ド
ル
）
を

承
認
2
.2
5　
対
比
支
援
国
会
合
（
香

港
）
で

PA
P
を
協
議
。
約
33
億

ド
ル
の
支
援
が
表
明
さ
れ
る

　
4
月

4
.3
0　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
6
回
交
渉
- 

Pa
ct
 V

I
6
月

6
.1
3　
19
91
年
外
国
投
資
法（
共

和
国
法
第
70
42
号
）
制
定

6
.2
0　
パ
リ
ク
ラ
ブ
で
の
外
貨

債
務
引
き
下
げ
交
渉
の
第
4
ラ
ウ
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一
　
　
般

政
　
　
治

経
　
　
済

国
　
　
際

ア キ ノ 政 権

　
ン
ド
の
開
始
。
リ
ス
ケ
対
象
は
総

額
10
.9
6億
ド
ル
に

6
.2
1　
世
界
銀
行
，
地
方
金
融

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1.
5億
ド

ル
）
を
承
認

6
.2
5　
世
界
銀
行
，環
境
と
自
然

資
源
セ
ク
タ
ー
調
整
融
資
（
2.
24

億
ド
ル
）
を
承
認

　
7
月

7
.1
6　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

改
定
に
関
す
る
第
7
回
交
渉
- 

Pa
ct
 V

II
　
8
月

8
.2
2　
海
外
出
稼
ぎ
労
働
者
投

資
基
金
法
制
定
（
共
和
国
法
第

71
11
号
）

8
.2
7　
ア
キ
ノ
大
統
領
，
ア
メ

リ
カ
と
の
新
基
地
協
定
に
調
印

　
9月

9
.1
5　
ピ
ナ
ト
ゥ
ボ
山
，
噴
火

9
.1
6　
上
院
，
ア
メ
リ
カ
と
の

新
基
地
協
定
批
准
を
拒
否

　
10
月

10
.1
0　
地
方
政
府
法
制
定
（
共

和
国
法
第
71
60
号
）

　
12
月

12
.
4
　
金
融
政
策
委
員
会
，
外

国
為
替
取
引
の
規
制
緩
和
を
決
定
12
.3
1　
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
協
定

失
効

19
92
年

　
1
月

1
.2
8　

A
SE

A
N
経
済
協
力
合

意
，

A
F

TA
-C

E
P

T
ス
キ
ー
ム
合

意
に
署
名

　
3
月

3
.1
3　
19
92
年
基
地
転
換
開
発

法
制
定
（
共
和
国
法
第
72
27
号
）

3
.1
3　
対
比
支
援
国
会
合
（
香

港
）
で

PA
P
を
協
議
。
約
17
億

ド
ル
の
支
援
が
表
明
さ
れ
る

　
4
月

4
.
2
　
新
農
業
銀
行
法
制
定（
共

和
国
法
第
73
53
号
）

4
.1
0　
19
92
年
全
国
工
業
化
法

制
定
（
共
和
国
法
第
73
68
号
）

4
.1
0　
資
本
設
備
の
免
税
措
置

（
共
和
国
法
第
73
69
号
，
包
括
投

資
法
の
改
正
）

4
.1
3　
消
費
者
保
護
法
制
定（
共
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和
国
法
第
73
94
号
）

4
.1
3　
改
正
預
金
保
険
機
構
法

制
定
（
共
和
国
法
第
74
00
号
）

　
5
月
5
.1
1　
大
統
領
，
議
会
，
地
方

選
挙
実
施

5
.1
5　
所
得
税
の
改
正
（
共
和

国
法
第
74
96

,　
74
97
号
）

ラ モ ス 政 権

5
.3
0　
フ
ィ
デ
ル
・
ラ
モ
ス
，

大
統
領
就
任

5
.1
8　
資
産
税
お
よ
び
贈
与
税

の
改
正
（
共
和
国
法
第
74
99
号
）

5
.2
7　
物
価
法
制
定
（
共
和
国

法
第
75
81
号
）

　
9
月
9
.
1
　
政
府
と
民
族
民
主
戦
線

（
N

D
F
），
和
平
交
渉
開
始
に
合

意
，
ハ
ー
グ
協
定

9
.
1
　
和
平
プ
ロ
セ
ス
を
進
め

る
国
家
統
一
委
員
会
（

N
U

C
）

設
置

9
.
1
　
フ
ィ
リ
ピ
ン
持
続
的
開

発
評
議
会
（

P
C

SD
）
設
置

9
.2
2　
破
壊
防
止
法
破
棄
法
制

定
（
共
和
国
法
第
76
36
号
），
共

産
党
合
法
化

　
11
月

11
.2
4　
ス
ー
ビ
ッ
ク
基
地
返
還

式
で
ア
メ
リ
カ
軍
基
地
閉
鎖

　
12
月

12
.
9
　
19
92
年
エ
ネ
ル
ギ
ー
省

設
置
法
制
定
（
共
和
国
法
第
76
38

号
）

12
.
9
　
立
法
行
政
開
発
諮
問
評

議
会
（

L
E

D
A

C
）
設
置
法
制
定

（
共
和
国
法
第
76
40
号
）

12
.1
5　
中
期
フ
ィ
リ
ピ
ン
開
発

計
画
19
93
-1
99
8の
布
告

12
.2
8　
脱
税
の
罰
則
強
化
（
共

和
国
法
第
76
42
号
），
内
国
歳
入

局
の
権
限
強
化
（
共
和
国
法
第

76
43
号
）

12
.1
0　
世
界
銀
行
，
経
済
統
合

融
資
（
2
億
ド
ル
）
を
承
認

19
93
年

　
2月

2
.2
4　
電
話
会
社
の
無
差
別
相

互
接
続
の
義
務
化
を
指
示
（
行
政

命
令
第
59
号
）

2
.2
4　
大
口
納
税
者
に
対
す
る

納
税
方
法
の
規
定
（
共
和
国
法
第

76
46
号
）

　
3
月
3
.2
5　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
知
事
，
議
会
選
挙

　
4
月

4
.
5
　
電
力
危
機
法
制
定
（
共

和
国
法
第
76
48
号
）

4
.
6
　
政
府
調
達
に
関
す
る
税

の
改
正
（
共
和
国
法
第
76
49
号
）



224
一
　
　
般

政
　
　
治

経
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5
月
5
.2
5　
国
軍
改
革
運
動
（

R
A

M
）

等
，
国
軍
反
乱
グ
ル
ー
プ
と
和
平

交
渉
開
始

　
6
月

6
.
4
　
関
税
局
の
権
限
強
化（
共

和
国
法
第
76
51
号
）

6
.
4
　
外
国
人
借
地
法
制
定（
共

和
国
法
第
76
52
号
）

6
.1
4　
新
中
央
銀
行
法
制
定（
共

和
国
法
第
76
53
号
）

6
.1
4　
タ
バ
コ
税
の
改
正
（
共

和
国
法
第
76
54
号
）

　
7
月
7
.1
5　
共
産
党
マ
ニ
ラ
・
リ
サ

ー
ル
委
員
会
が
分
裂
（
共
産
党
内

紛
）

7
.1
2　
通
信
サ
ー
ビ
ス
の
普
及

と
競
争
を
指
示
（
行
政
命
令
第

10
9号
）

　
8
月

8
.2
0　
行
政
・
立
法
経
済
サ
ミ

ッ
ト
開
催

　
9
月

9
.
8
　
国
民
経
済
サ
ミ
ッ
ト
開

催
，
経
済
改
革
に
関
す
る
社
会
契

約
（

SP
E

E
D
）
採
択

　
10
月
10
.2
5　
モ
ロ
民
族
解
放
戦
線

（
M

N
L

F
）
と
和
平
交
渉
開
始

　
12
月

12
.2
3　
印
紙
税
の
改
正
（
共
和

国
法
第
76
60
号
）

19
94
年

　
1
月

1
.2
0　
大
統
領
戦
略
的
イ
ン

フ
ラ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
お
よ
び
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
委
員
会
（

fla
gs

hi
p 

co
m

m
itt

ee
）
の
創
設
（
行
政
命

令
第
10
9号
）

　
3
月

3
.　
大
統
領
貧
困
対
策
委
員
会

（
P

C
F

P
）
を
設
置

　
5
月

5
.
5
　
付
加
価
値
税
適
用
拡
大

法
制
定
（
共
和
国
法
第
77
16
号
）

証
券
取
引
税
法
制
定
（
共
和
国
法

第
77
17
号
）
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改
正

B
O

T
法
制
定
（
共
和
国
法

第
77
18
号
）

5
.1
8　
外
国
銀
行
自
由
化
法
制

定
（
共
和
国
法
第
77
21
号
）

　
6
月

6
.1
7　
社
会
改
革
ア
ジ
ェ
ン
ダ

（
SR

A
）
を
採
択

6
.2
8　
海
運
業
の
自
由
化
を
指

示
（
行
政
命
令
第
18
5号
）

6
.2
5　

IM
F
が
拡
大
信
用
供
与

（
約
6
億
84
00
万
ド
ル
）
を
承
認

6
.3
0　
付
加
価
値
税
適
用
拡
大

法
に
対
し
最
高
裁
が
一
時
停
止
命

令
（
8
.2
5に
合
憲
の
判
決
）

　
7
月

7
.1
9パ
リ
ク
ラ
ブ
で
の
外
貨
債

務
引
き
下
げ
交
渉
の
第
5ラ
ウ
ン

ド
（
最
終
）
の
開
始
。
リ
ス
ケ
対

象
は
総
額
5.
85
億
ド
ル
に

7
.2
1　
対
比
支
援
国
会
合
（
パ

リ
）
で

PA
P
を
協
議
。
約
57
億

ド
ル
の
支
援
が
表
明
さ
れ
る

　
9
月

9
.2
4　
社
会
改
革
委
員
会

（
SR

C
）
を
設
置
（
行
政
命
令
第

20
3号
）

　
10
月

10
.2
4　
第
1次
外
国
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
（
行
政
命
令
第

18
2号
）

　
11
月

11
.1
1　

SR
C
へ
の
基
礎
部
門
代

表
の
選
定
（
行
政
命
令
第
21
7号
）
11
.2
8　
港
湾
の
非
独
占
化
と
民

営
化
を
指
示
（
行
政
命
令
第
21
2

号
），
国
内
海
運
料
金
の
規
制
緩

和
（
行
政
命
令
第
21
3号
）

　
12
月

12
.2
1　
19
94
年
反
ダ
ン
ピ
ン
グ

法
制
定
（
共
和
国
法
第
78
43
号
）

12
.2
1　
19
94
年
輸
出
開
発
法
制

定
（
共
和
国
法
第
78
44
号
）

12
.1
4　
上
院
，

W
T

O
加
盟
を

批
准

19
95
年

　
1
月

1
.2
3　
国
軍
近
代
化
法
制
定（
共

和
国
法
第
78
98
号
）

1
.
3
　
国
内
お
よ
び
国
際
航
空

の
自
由
化
を
指
示
（
行
政
命
令
第

21
9号
）

1
.
6
　
ボ
ニ
フ
ァ
ッ
シ
オ
基
地

の
土
地
売
却
，
メ
ト
ロ
・
パ
シ
フ
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ィ
ッ
ク
社
に
よ
っ
て
落
札

　
2
月

2
.1
4　
19
95
年
国
家
健
康
保
険

法
制
定
（
共
和
国
法
第
78
75
号
）

2
.2
0　
改
正
包
括
投
資
法
制
定

（
共
和
国
法
第
78
88
号
）

2
.2
1　
19
95
年
特
別
経
済
区
法

制
定
（
共
和
国
法
第
79
16
号
）

2
.2
3　
19
95
年
貯
蓄
銀
行
法
制

定
（
共
和
国
法
第
79
06
号
）

2
.2
4　
年
改
正
基
地
転
換
開
発

法
制
定
（
共
和
国
法
第
79
17
号
）

2
.2
4　
改
正
包
括
投
資
法
制
定

（
共
和
国
法
第
79
18
号
）

　
3
月

3
.
3
　
下
院
政
党
名
簿
制
導
入

法
制
定
（
共
和
国
法
第
79
41
号
）

3
.
3
　
19
95
年
鉱
業
法
制
定（
共

和
国
法
第
79
42
号
）

3
.2
0　
ス
プ
ラ
ト
リ
ー
諸
島
を

め
ぐ
る
中
国
と
の
対
立
深
ま
る

（
建
造
物
問
題
）

3
.1
7　
フ
ロ
ア
・
コ
ン
テ
ン
プ

ラ
シ
オ
ン
，
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
処

刑
さ
れ
，
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
の
関

係
悪
化

　
4
月
4
.
4
　
ア
ブ
サ
ヤ
フ
，
サ
ン
ボ

ア
ン
ガ
・
デ
ル
・
ス
ル
州
イ
ピ
ル

町
を
襲
撃

　
5
月
5
.
8
　
上
院
・
下
院
・
地
方
選

挙
実
施

5
.1
8　
国
家
警
察
に
よ
る
ク
ラ

ト
ン
・
バ
レ
レ
ン
強
盗
団
虐
殺
事

件
　
6
月

6
.
7
　
国
家
水
資
源
危
機
法
制

定
（
共
和
国
法
第
80
41
号
）

6
.
7
　
19
95
年
海
外
移
住
労
働

者
・
在
外
比
人
法
制
定
（
共
和
国

法
第
80
42
号
）

　
9
月

9
.
8
　
19
95
年
公
共
事
業
道
路

イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
計
画

9
.1
4　
世
界
銀
行
，
地
方
金
融

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1.
5億
ド
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法
制
定
（
共
和
国
法
第
81
50
号
）
ル
）
を
承
認

9
.
8
　

IM
F
の
8
条
国
へ
移

行
。
経
常
取
引
に
お
け
る
外
為
規

制
を
撤
廃
へ

　
10
月
10
.1
3　
政
府
と

R
A

M
が
和
平

合
意

　
12
月

12
.
7
　
対
比
支
援
国
会
合
（
東

京
）
で
約
29
億
ド
ル
の
支
援
が
表

明
さ
れ
る

19
96
年

　
1
月

1
.
1
　
拡
大
付
加
価
値
税
法
が

発
効

　
3
月

3
.1
3　
国
家
貧
困
対
策
会
議
を

実
施

3
.2
8　
農
業
関
税
化
法
制
定（
共

和
国
法
第
81
78
号
）

3
.2
8　
19
96
年
改
正
外
国
投
資

法
（
共
和
国
法
第
81
79
号
）

3
.2
8　
19
96
年
川
下
石
油
産
業

法
制
定
（
共
和
国
法
第
81
80
号
）

　
6
月

6
.1
1　
19
96
年
政
府
開
発
援
助

法
制
定
（
共
和
国
法
第
81
82
号
）

　
9
月
9
.
2
　
政
府
と

M
N

L
F
が
和
平

協
定
に
調
印

9
.
9
　
ム
ス
リ
ム
ミ
ン
ダ
ナ
オ

自
治
地
域
知
事
・
議
会
選
挙
，
ヌ

ル
・
ミ
ス
ア
リ
が
知
事
に
選
出

9
.2
6　
持
続
的
な
開
発
の
た
め

の
フ
ィ
リ
ピ
ン
・
ア
ジ
ェ
ン
ダ
21

　
10
月
10
.2
0　
ミ
ス
ア
リ
，

SP
C

P
D
議

長
に
任
命

10
.2
4　
第
2
次
外
国
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
（
行
政
命
令
第

36
2号
）

　
11
月

11
.2
2　
第
8
回

A
P

E
C
会
議
が

マ
ニ
ラ
で
開
催

11
.2
6　
世
界
銀
行
，
初
等
教
育

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1.
13
億
ド

ル
）
を
承
認

　
12
月
12
.
6
　
大
統
領
の
任
期
制
限
撤

廃
を
目
的
と
す
る
憲
法
改
正
運
動

が
開
始
（

P
IR

M
A
）

12
.1
0　
対
比
支
援
国
会
合
（
東

京
）
で
総
額
29
億
ド
ル
の
支
援
が

表
明
さ
れ
る
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19
97
年

　
1
月

1.
23
　
マ
ニ
ラ
首
都
圏
の
水
道
事

業
に
関
し
，
ア
ヤ
ラ
・
グ
ル
ー
プ

お
よ
び
ロ
ペ
ス
・
グ
ル
ー
プ
が
落

札
　
2
月

2
.
3
　
マ
ニ
ラ
ホ
テ
ル
政
府
保

有
株
売
却
に
関
し
，
マ
レ
ー
シ
ア

の
レ
ノ
ン
社
へ
の
売
却
に
違
憲
判

決
　
3
月
3
.1
9　

P
IR

M
A
に
対
し
国
民
発

議
に
よ
る
憲
法
改
正
不
可
と
の
最

高
裁
判
決

　
5
月

5
.
1
　
19
97
年
社
会
保
険
法
制

定
（
共
和
国
法
第
82
82
号
）

5
.3
0　
19
97
年
公
務
員
保
険
機

構
法
制
定（
共
和
国
法
第
82
91
号
）

　
6
月

6
.
6
　
知
的
所
有
権
法
制
定（
共

和
国
法
第
82
93
号
）

　
7
月

7
.　
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
発
生

7
.1
8　

IM
F
が
現
行
の
拡
大
信

用
供
与
に
4
億
35
00
万
ド
ル
を
追

加
　
9
月

9
.3
0　
改
正
小
企
業
憲
章
制
定

（
共
和
国
法
第
82
89
号
）

　
10
月

10
.2
1　
イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
ハ

ウ
ス
自
由
化
法
制
定
（
共
和
国
法

第
83
66
号
）

10
.2
1　
改
正
貯
蓄
貸
付
組
合
法

（
共
和
国
法
第
83
67
号
）

　
11
月

11
.
5
　
川
下
石
油
産
業
法
に
最

高
裁
が
違
憲
判
決

　
12
月

12
.1
1　
社
会
改
革
・
貧
困
削
減

法
制
定
（
共
和
国
法
第
84
25
号
）
12
.1
1　
19
97
年
税
改
革
法
制
定

（
共
和
国
法
第
84
24
号
）

12
.2
2　
19
97
年
農
業
漁
業
近
代

化
法
（
共
和
国
法
第
84
35
号
）

12
.1
7　
対
比
支
援
国
会
合
（
パ

リ
）
で
総
額
24
億
ド
ル
の
支
援
が

表
明
さ
れ
る
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19
98
年

　
2
月

2.
28
　
19
98
年
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
家

警
察
改
革
再
編
法
制
定
（
共
和
国

法
第
85
51
号
）

2
.1
0　
19
98
年
川
下
石
油
産
業

規
制
緩
和
法
制
定
（
共
和
国
法
第

84
79
号
）

2
.1
4　
フ
ィ
リ
ピ
ン
開
発
銀
行

強
化
法
制
定
（
共
和
国
法
第
85
23

号
）
2
.2
6　
改
正
政
府
開
発
援
助
法

制
定
（
共
和
国
法
第
85
55
号
）

2
.2
6　
19
98
年
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

カ
ン
パ
ニ
ー
法
制
定
（
共
和
国
法

第
85
56
号
）

2
.1
0　
ア
メ
リ
カ
政
府
と
地
位

協
定
調
印

　
3
月
3
.2
4　

A
m

ar
iへ
の
公
有
地
売

却
に
絡
む
不
正
疑
惑

3
.
7
　
コ
ル
デ
ィ
レ
ラ
自
治
地

域
基
本
法
に
関
す
る
住
民
投
票
で

自
治
地
域
法
が
否
決

3
.2
7　

IM
F
の
拡
大
信
用
供
与

が
終
了
。
引
き
続
き
2
年
間
の
ス

タ
ン
ド
バ
イ
協
定
（
約
13
億
70
00

万
ド
ル
）
を
承
認

　
5
月
5
.1
1　
大
統
領
，
上
院
・
下

院
，
地
方
選
挙
，
実
施

エ ス ト ラ ー ダ 政 権

　
6
月
6
.3
0　
ジ
ョ
セ
フ
・
エ
ス
ト
ラ

ー
ダ
大
統
領
就
任

　
7
月

7
.
3
　
エ
ド
ワ
ル
ド
・
コ
フ
ァ

ン
コ
が
ア
ン
ド
レ
ス
・
ソ
リ
ア
ノ

に
替
わ
っ
て
サ
ン
ミ
ゲ
ー
ル
社
会

長
に
就
任

　
8
月

8
.1
1　
第
3
次
外
国
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
（
行
政
命
令
第

11
号
）

　
9
月

9
.1
7　
フ
ィ
リ
ピ
ン
航
空
が
経

営
難
か
ら
一
時
営
業
停
止

　
11
月

11
.　
憲
法
改
正
準
備
委
員
会

（
PC

C
R
）
設
置
（
2.
3
　
ア
ン
ド

レ
ス
・
ナ
ル
バ
サ
前
最
高
裁
長
官

が
委
員
長
に
任
命
さ
れ
る
），
19
99

年
12
月
20
日
，
憲
法
改
正
草
案
を

エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領
に
提
出

11
.2
4　
香
港
の
フ
ァ
ー
ス
ト
・

パ
シ
フ
ィ
ッ
ク
社
，
フ
ィ
リ
ピ
ン

長
距
離
電
話
会
社
の
筆
頭
株
主
に

　
12
月

12
.
3
　
世
界
銀
行
と
の
間
で
銀
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行
改
革
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
3

億
ド
ル
）
合
意

12
.
3
　
世
界
銀
行
，
地
方
金
融

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1.
5億
ド

ル
）
を
承
認

19
99
年

　
3
月
3
.
9
　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

の
マ
ニ
ラ
・
タ
イ
ム
ス
紙
へ
の
訴

訟
，
4
.
9
に
編
集
者
6
人
が
辞

職
（
特
定
外
国
企
業
へ
の
不
正
な

便
宜
疑
惑
）

3
.2
4　
ル
シ
オ
・
タ
ン
の
脱
税

容
疑
に
か
ら
む
裁
判
で
マ
リ
キ
ナ

地
裁
が
司
法
省
の
提
訴
を
却
下

3
.2
3　
世
界
銀
行
，
地
方
政
府

金
融
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資

（
1
億
ド
ル
）
を
承
認

3
.2
5　
対
比
支
援
国
会
合
（
東

京
）
で
約
45
億
ド
ル
の
支
援
が
表

明
さ
れ
る

　
4
月
4
.1
9　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

の
不
正
便
宜
供
与
に
関
与
し
た
と

さ
れ
る
マ
ー
ク
・
ヒ
メ
ネ
ス
大
統

領
顧
問
が
ア
メ
リ
カ
で
の
訴
訟
を

理
由
に
辞
任

4
.2
0　
ビ
ン
ゴ
・
ゲ
ー
ム
の
事

業
運
営
許
可
を
め
ぐ
る
エ
ス
ト
ラ

ー
ダ
大
統
領
の
ク
ロ
ー
ニ
ー
疑
惑

（
ダ
ン
テ
・
タ
ン
）

　
5
月

5
.　
改
正
特
別
経
済
区
法
制
定

（
共
和
国
法
第
87
48
号
）

5
.2
7　
ア
メ
リ
カ
と
の
地
位
協

定
が
上
院
で
批
准

　
6
月

6
.2
3　
19
99
年
大
気
清
浄
化
法

制
定
（
共
和
国
法
第
87
49
号
）

6
.　

N
E

D
A
理
事
会
，
中
期
フ

ィ
リ
ピ
ン
開
発
計
画
（

M
T

P
D

P
）

19
99
-2
00
4を
承
認

　
7
月
7
.1
2　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

に
よ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
・
デ
イ
リ

ー
・
イ
ン
ク
ワ
イ
ラ
ー
紙
へ
の
映

画
広
告
撤
収
圧
力
疑
惑

　
8
月

8
.
7
　
相
殺
関
税
強
化
法
制
定

（
共
和
国
法
第
87
51
号
）

8
.1
2　
19
99
年
反
ダ
ン
ピ
ン
グ

法
制
定
（
共
和
国
法
第
87
52
号
）
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10
月

10
.
1
　
民
間
航
空
委
員
会
，
台

湾
の
中
華
航
空
・
長
榮
航
空
に
対

し
マ
ニ
ラ
乗
り
入
れ
を
停
止

　
12
月

12
.
8
　
ル
シ
オ
・
タ
ン
，
フ

ィ
リ
ピ
ン
・
ナ
シ
ョ
ナ
ル
銀
行

（
P

N
B
）
の
取
締
役
に
就
任

20
00
年

　
1
月
1
.1
9　
ペ
ル
フ
ェ
ク
ト
・
ヤ
サ

イ
証
券
取
引
委
員
会
委
員
長
が

B
W
リ
ソ
ー
ス
社
株
式
不
正
取
引

疑
惑
に
絡
み
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統

領
か
ら
圧
力
を
受
け
た
と
発
表

1
.
8
　
上
級
経
済
顧
問
評
議

会
，
経
済
調
整
評
議
会
な
ど
を
設

置
し
，
経
済
運
営
に
関
わ
る
機
構

を
変
更

　
2
月

2
.1
5　
一
部
付
加
価
値
税
を

20
01
年
1
月
か
ら
導
入
（
共
和
国

法
第
87
61
号
）

2
.1
5　
世
界
銀
行
，
社
会
支
出

管
理
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1
億

ド
ル
）
を
承
認

　
3
月

3
.
7
　
20
00
年
小
売
業
自
由
化

法
制
定
（
共
和
国
法
第
87
62
号
）

3
.
7
　
20
00
年
住
宅
保
証
会
社

法
制
定
（
共
和
国
法
第
87
63
号
）

　
4
月
4
.2
3　
マ
レ
ー
シ
ア
の
シ
パ
ダ

ン
島
で
外
国
人
観
光
客
を
ア
ブ
サ

ヤ
フ
が
誘
拐
（
8
.2
7に
解
放
）

4
.2
9　

M
IL

F
の
基
地
に
国
軍

が
大
規
模
な
攻
勢
を
か
け
，
ミ
ン

ダ
ナ
オ
の
紛
争
が
深
ま
る

4
.2
5　
商
業
銀
行

U
rb

an
 B

an
k

が
流
動
性
危
機
で
一
時
営
業
停
止

へ

　
5
月

5
.2
3　
20
00
年
一
般
銀
行
法
制

定
（
共
和
国
法
第
87
91
号
）

　
6
月

6
.1
4　
20
00
年
電
子
商
取
引
法

制
定
（
共
和
国
法
第
87
92
号
）

6
.1
8　
対
比
支
援
国
会
合
（
タ

ガ
イ
タ
イ
）
で
約
26
億
ド
ル
の
支

援
が
表
明
さ
れ
る

　
7
月

7
.1
9　
証
券
取
引
法
改
正
（
共

和
国
法
第
87
99
号
）（
12
月
1
日

よ
り
証
券
取
引
委
員
会
は
改
正
法

の
も
と
で
業
務
開
始
）

7
.1
9　
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
措
置
法

制
定
（
共
和
国
法
第
88
00
号
）
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8
月

8
.2
4　
第
4
次
外
国
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
（
行
政
命
令
第

28
6号
）

　
10
月
10
.
4
　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

の
違
法
賭
博
疑
惑
浮
上

10
.1
8　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

の
弾
劾
が
下
院
に
提
起

10
.
6
　
中
央
銀
行
と
預
金
保
険

機
構
が

P
N

B
に
25
0億
ペ
ソ
の

緊
急
融
資

　
11
月
11
.1
3　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

弾
劾
告
発
書
が
下
院
で
採
択

11
.
7
　
政
府
イ
ン
フ
ラ
・
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
迅
速
化
法
制
定
（
共
和

国
法
第
89
75
号
）

　
12
月
12
.
7
　
上
院
で
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ

弾
劾
裁
判
開
始

12
.3
0　
マ
ニ
ラ
首
都
圏
で
同
時

多
発
テ
ロ
，
の
ち
に
ジ
ュ
マ
・
イ

ス
ラ
ミ
ヤ
の
犯
行
と
さ
れ
る

12
.
6
　

C
O

P
/A

P
T
を
民
営
化

評
議
会
（

P
C
）
と
民
営
化
管
理

局
（

P
M

O
）
に
改
組
（
行
政
命

令
第
32
3号
）

20
01
年

　
1
月
1
.1
6　
上
院
で
の
弾
劾
裁
判
停

止
，
エ
ド
サ
通
り
で
の
集
会
開
始

ア ロ ヨ 政 権

1
.2
0　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
大
統
領

が
大
統
領
官
邸
を
離
れ
，
グ
ロ
リ

ア
・
マ
カ
パ
ガ
ル
・
ア
ロ
ヨ
副
大

統
領
が
大
統
領
就
任

　
3
月
3
.
2
　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
の
辞
任

を
最
高
裁
が
確
定

3.
　

IM
F
の
ポ
ス
ト
・
プ
ロ
グ

ラ
ム
監
視
下
（

P
P

M
）
へ

　
4
月
4
.
4
　
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
，
エ
ス

ト
ラ
ー
ダ
前
大
統
領
を
横
領
等
の

容
疑
で
起
訴

4
.2
5　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
前
大
統

領
逮
捕
，
拘
留

　
5
月
5
.
1
　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
支
持
派
，

集
会
の
あ
と
大
統
領
府
に
行
進
，

ア
ロ
ヨ
大
統
領
は
反
乱
状
態
を
宣

言 5
.1
4　
上
院
，
下
院
，
地
方
選

挙
実
施
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ア ロ ヨ 政 権

5
.2
7　
ア
ブ
サ
ヤ
フ
，
パ
ラ
ワ

ン
島
の
リ
ゾ
ー
ト
を
襲
撃
し
，
ア

メ
リ
カ
人
ら
を
誘
拐

6
月
6
.1
2　
新
人
民
軍
が
ロ
ド
ル
フ

ォ
・
ア
ギ
ナ
ル
ド
元
カ
ガ
ヤ
ン
州

知
事
を
殺
害
，
政
府
と
の
和
平
交

渉
停
止

6
.
8
　
20
01
年
電
力
産
業
改
革

法
制
定
（
共
和
国
法
第
91
36
号
）

6
.2
7　
エ
ス
ト
ラ
ー
ダ
前
大
統

領
，
サ
ン
デ
ィ
ガ
ン
バ
ヤ
ン
で
罪

状
認
否

8
月

8
.1
4　
ム
ス
リ
ム
・
ミ
ン
ダ
ナ

オ
自
治
地
域
拡
大
に
関
す
る
住
民

投
票
実
施

9
月

9
.2
9　
20
01
年
資
金
洗
浄
取
締

法
制
定
（
共
和
国
法
第
91
60
号
）

9
.1
1　
ア
メ
リ
カ
で
同
時
多
発

テ
ロ

11
月
11
.1
9　
ヌ
ル
・
ミ
ス
ア
リ
，新
し

い
自
治
地
域
に
反
対
し
て
反
乱
，

11
.2
4に
マ
レ
ー
シ
ア
で
逮
捕

11
　
中
期
フ
ィ
リ
ピ
ン
開
発
計
画

20
01
-2
00
4を
布
告

11
.2
6　
ム
ス
リ
ム
ミ
ン
ダ
ナ
オ

自
治
地
域
選
挙
実
施

12
月

12
.1
0　
20
01
年
国
家
社
会
経
済

会
議
開
催

12
.1
4　
最
高
裁
，
コ
コ
ナ
ツ
賦

課
金
は
公
的
資
金
と
判
決

20
02
年
1
月
1
.1
5　
ジ
ュ
マ
・
イ
ス
ラ
ミ
ヤ

の
一
員
と
さ
れ
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

人
フ
ァ
ロ
ゥ
ー
ル
・
ア
ル
ゴ
ジ
逮

捕

1
.
1
　
中
央
銀
行
，イ
ン
フ
レ
・

タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
を
開
始

1
.3
1　
ア
メ
リ
カ
と
の
合
同
軍

事
演
習
バ
リ
カ
タ
ン
　
02
-
1
が

バ
シ
ラ
ン
島
で
実
施

3
月

3
.1
2　
対
比
支
援
国
会
合
（
ク

ラ
ー
ク
）
で
28
ド
ル
の
支
援
が
表

明
さ
れ
る

4
月

4
.
5
　
証
券
取
引
委
員
会
，
コ

ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関

す
る
行
動
規
範
を
制
定

5
月

5
.
3
　
ホ
セ
・
デ
ベ
ネ
シ
ア
下

院
議
長
主
催
の
政
治
サ
ミ
ッ
ト
，

憲
法
改
正
問
題
が
討
議
さ
れ
る
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6
月

6
.
4
　
世
界
銀
行
，
社
会
支
出

管
理
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
1億

ド
ル
）
を
承
認

7
月

7
.
9
　
最
高
裁
，
公
有
地
管
理

庁
（

P
E

A
）
と
ア
マ
リ
湾
岸
開
発

会
社
の
間
の
合
弁
協
定
を
無
効
と

判
決
7
.2
2　
20
02
年
バ
ラ
ン
ガ
イ
零

細
企
業
法
制
定
（
共
和
国
法
第

91
78
号
）

7
.2
2　
政
府
調
達
改
革
法
制
定

（
共
和
国
法
第
91
84
号
）

9
月

9
.1
7　
世
界
銀
行
，
社
会
サ
ー

ビ
ス
の
包
括
的
配
分
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
（

K
al

ah
i-

C
ID

SS
）
融
資
（
1

億
ド
ル
）
を
承
認

10
月

10
.2
2　
第
5
次
外
国
投
資
ネ
ガ

テ
ィ
ブ
・
リ
ス
ト
（
行
政
命
令
第

13
9号
）

11
月

11
.1
5　
最
高
裁
，

M
er

al
co
に

た
い
し
て
19
94
年
か
ら
過
剰
徴
収

し
て
い
た
電
力
料
金
を
消
費
者
に

払
い
戻
す
よ
う
命
令

11
.2
9　
マ
ニ
ラ
国
際
空
港
第
3

タ
ー
ミ
ナ
ル
建
設
に
関
し
，
政
府

は
建
設
を
請
け
負
っ
た

P
IA

T
C

O
と
の
契
約
は
無
効
と
す
る

11
.2
1　
ア
メ
リ
カ
と
相
互
兵
站

支
援
協
定
調
印

12
月

12
.1
7　

N
E

D
A
開
発
計
画
・
調

整
会
議
執
行
委
員
会
を
復
活
（
行

政
命
令
第
15
8号
）

12
.
9
　
ロ
ペ
ス
・
グ
ル
ー
プ
の

マ
イ
ニ
ラ
ッ
ド
水
道
会
社
，
事
業

委
託
権
の
解
約
を
マ
ニ
ラ
上
下
水

道
シ
ス
テ
ム
に
求
め
る

20
03
年
1
月

1
.1
0　
20
02
年
特
定
目
的
会
社

法
制
定
（
共
和
国
法
第
91
82
号
）

3
月

3
.
7
　
改
正
資
金
洗
浄
取
締
法
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ア ロ ヨ 政 権

（
共
和
国
法
第
91
94
号
）

5
月

5
.
5
　
最
高
裁
，
国
際
空
港
第

3
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
建
設
と
操
業
を

め
ぐ
る
政
府
と

P
IA

T
C

O
の
契

約
は
無
効
と
判
決

7
月
7
.2
7　
国
軍
若
手
将
校
に
よ
る

マ
ニ
ラ
市
内
ホ
テ
ル
占
拠
事
件

7
.
7
　
預
金
保
険
機
構
が

U
C

P
B
に
20
0億
ペ
ソ
の
金
融
支

援
を
決
定

8
月

8
.2
9　
二
重
市
民
権
法
制
定（
共

和
国
法
第
92
25
号
）

8
.2
9　
自
動
車
税
改
定
法
制
定

（
共
和
国
法
第
92
24
号
）

8
.1
9　
世
界
銀
行
，
司
法
改
革

支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
融
資
（
21
90

万
ド
ル
）
を
承
認

10
月
10
.2
3　
ヒ
ラ
リ
オ
・
ダ
ビ
デ
最

高
裁
長
官
に
対
す
る
弾
劾
裁
判
下

院
で
提
起

10
.2
3　
司
法
給
与
法
制
定
（
共

和
国
法
第
92
27
号
）

11
月
11
.1
0　
ダ
ビ
デ
最
高
裁
長
官
に

対
す
る
弾
劾
告
発
違
憲
判
決
，
下

院
告
発
を
却
下

11
.
8
　
対
比
支
援
国
会
合
（
セ

ブ
）
で
約
20
億
ド
ル
の
支
援
が
表

明
さ
れ
る

12
月

12
.1
5　
証
券
取
引
所
（

P
SE
）

が
株
式
を
公
開

　（
出
所
）　
『
ア
ジ
ア
動
向
年
報
』（
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
，
各
年
版
），
現
地
紙
な
ど
よ
り
編
者
作
成
。




